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第三次行財政改革大綱の取り組み実績について（概要）
－平成１５年度～平成１７年度までの主要成果－

１ 県民サービス改革
○県民サービス向上運動の推進

・県民サービス憲章の制定(Ｈ 15年 7月)
・一職場一改善運動(Ｈ 16年度～)
・あいさつ・声かけ運動(Ｈ 16年度～)

○電子県庁の推進

・いばらき電子申請・届出サービス運用開始⑯ 106手続⑰ 247手続
・総合文書管理システム運用開始（Ｈ 17年 10月～）

２ 分権改革
○市町村への権限移譲

・権限移譲事務数５３法令６６９事務（Ｈ 18 年４月現在） （Ｈ 15 年４月現在 :４０法令５０１事務）

○市町村合併の推進

・県内市町村数：４４（Ｈ 1８年４月現在） （Ｈ 15年４月現在：８３）

３ 県庁改革
○職員の意識改革の徹底等

・目標チャレンジ制度の導入（部局重点目標数：⑮５４⑯４５⑰４４設定）

・職員提案「アイディアオリンピック」実施（応募：⑮ 150件⑯ 247件⑰ 357件）

○庁内公募の拡充：⑮１２業務 ⑯１７業務 ⑰２０業務

○多様な人材の確保

・任期付研究員：⑮３人 ⑯２人 ⑰５人（農業、環境関係） 合計１０人

・任期付職員 ：⑮１人 ⑯４人 ⑰５人（土地活用、危機管理等） 合計１０人

○職員数の削減

・一般行政部門：⑮▲ ９１人 ⑯▲ ９１人 ⑰▲１１７人

・教育部門 ：⑮▲１２４人 ⑯▲１３９人 ⑰▲１４３人

○給与制度の適正化

・特別職の給与カット(Ｈ１５年４月～)，管理職手当カット(Ｈ１５年４月～)，勤続２０年

以上の退職者の退職時特別昇給廃止(Ｈ１７年１月１日～)，給料の調整額及び特殊

勤務手当の見直し など

○民間活力の導入

・指定管理者制度導入：６０施設(Ｈ 18 年 4 月現在）



- 2 -

４ 出資団体改革
○団体・事業の再編統合

・(財)茨城わくわく財団を県社会福祉協議会へ統合(Ｈ 16年 4月)
・(社)茨城県穀物改良協会の園芸部門を(社)園芸いばらき振興協会へ移管

(Ｈ 16年 4月) など

○地元等への移管・廃止

・茨城県勤労者余暇活用事業団が「茨城県立中小企業福祉センター」の運

営から撤退（Ｈ 17年 3月）し、施設は日立市へ譲渡（Ｈ 17年 6月）
・(社福)茨城県社会福祉事業団の福寿荘を大子町へ譲渡(Ｈ 17年 4月)など

○組織の抜本的見直し

・住宅供給公社：今後１０年間は、保有土地の処分に全力。処分の目途が

立った時点で自主解散手続を進めることを決定。(Ｈ 18年 2月)

５ 財政構造改革
○県債発行の抑制

⑮対前年度比▲ 2.6％ 1,117億円 ⑯対前年度比▲ 10.7％ 998億円
⑰対前年度比▲ 14.0％ 858億円

○人件費の抑制

⑮ 100億円 ⑯ 30億円 ⑰ 24億円 合計 154億円削減

○公共投資の縮減・重点化

⑮ 3,200億円 ⑯ 3,189億円 ⑰ 3,125億円

○受益者負担の適正化

・産業技術専門学院，農業大学校：入学料，授業料を徴収(Ｈ 16年 4月～)

○県有未利用地の処分促進：売却額約３０．９億円

⑮約 18.7億円(３０件)⑯約 6.5億円(３７件)⑰ 5.7億円(２４件)



- 3 -

※主な数値目標の達成状況
目 標 Ｈ 17 年度末実績 達成状況

県 県ホームページのアクセス件数 ４０９万件 81.8 ％

民 ５００万件

サ コスト情報の提供４０施設程度 ４０施設 100.0 ％

│ 道路里親制度参加６０団体 ４１団体 68.3 ％

ビ 申請・届出手続数の８０％を電子化 ２４７手続 23.7 ％

ス 県条例等に基づく規制廃止・緩和 48 条例 113 事務 81.8 ％

改 63 条例 138 事務

革

分 市町村の事務負担の軽減４２事務 ４１事務 97.6 ％

権

改 人事交流実施市町村数１０市町１０人 １１市町１１人 110.0 ％

革

県 民間企業等への派遣研修者数３５人 ３７人 105.７％

庁 任期付研究員・任期付職員数 各１０人 各１０人 100.0％

改 職員数の削減（Ｈ１０～１９年度の１０年間の削減目標に対する削減数）

革 ※一般行政：約１，０００人削減 ▲８４５人 84.5%

※教育部門：約１，３７０人削減 ▲１，３１９人 96.3%

出 単年度赤字団体数約３０％削減 ▲１１団体 37.9％削減

資 補助金等約１０％削減 ▲７０億円 20.0％削減

団 知事・副知事代表兼職１０団体程度削減 ▲７団体 70.0 ％

体 県退職者派遣数約１０％削減 ▲７人 10.0％削減

改 県職員派遣数約１０％削減 ▲６６人 15.4％削減

革

財 人件費１６０億円程度削減 ▲１５４億円 96.2 ％

政 事務事業の再構築：事業本数を毎年度前年 ⑮▲ 14.9 ％ 達成

構 度比で約 10%削減 ⑯▲ 12.7 ％

造 ⑰▲ 14.9 ％

改 県税滞納額約１０％縮減 ▲２１億円 14 ％縮減

革 県有未利用地の売却額 ２６億円 ３０．９億円 118.8 ％
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※主な数値目標の達成状況

【県民サービス改革】
・県ホームページのアクセス件数：４０９万件／５００万件（ 81.8 ％）
・コスト情報の提供：４０施設／４０施設程度（ 100.0 ％）
・公共施設サポーター制度の拡充（道路里親制度参加団体）：４１団体／６０団体（ 68.3 ％）
・申請・届出手続数の８０％を電子化： 247 手続／ 1044 手続 （ 23.7 ％）
・県条例等に基づく規制廃止・緩和： 48 条例 113 事務／ 63 条例 138 事務（ 81.8
％）

【分権改革】
・市町村の事務負担の軽減：４１事務／４２事務（ 97.6 ％）
・人事交流実施市町村数：１１市町１１人／１０市町１０人（ 110.0 ％）

【県庁改革】
・民間企業等への派遣研修者数：３７人／３５人（１０５．７％）

・任期付研究員・任期付職員数：各１０人／各１０人（１００．０％）

・職員数の削減（Ｈ１０～１９年度の１０年間の削減目標に対する削減数）

※一般行政：▲ ８４５人／▲約１，０００人（８４．５%）
※教育部門：▲１，３１９人／▲約１，３７０人（９６．３%）

【出資団体改革】
・単年度赤字団体数約３０％削減：▲１１団体（３７．９％削減）

・補助金等約１０％削減：▲７０億円（ 約２０．０％削減）

・知事・副知事代表兼職１０団体程度削減：▲７０団体（７０．０％）

・県退職者派遣数約１０％削減：▲７人（１０．０％削減）

・県職員派遣数約１０％削減：▲６６人（１５．４％削減）

【財政構造改革】
・人件費の抑制：▲１５４億円／▲１６０億円（９６．２％）

・事務事業の再構築：事業本数を毎年度前年度比で約 10%削減（目標通り実施）
・県税滞納額約１０％縮減：▲２１億円（１４％縮減）

・県有未利用地の売却額：３０．９億円／２６億円（１１８．８％）


